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研究成果の概要（和文）：動産担保融資導入の前提となる農業経営体の信用確保，借入環境等に
ついて，特に農協の農業貸出に焦点をあてながら整理，分析した。その結果，低迷を続ける農
協の農業融資とそれをもたらした背景，法人経営体が融資を受ける際に金融機関側に求めるも
の，土地担保を重視する農協の農業融資の実態，農協の農業融資の方向性について検討した．
また，動産担保融資の、農業経営体におけるニーズ、動産担保の評価方法、モニタリングにお
ける課題等について実態調査を通じて明らかにした． 
研究成果の概要（英文）：The credit capability and the borrowing environment of farm 
enterprises were analyzed, focusing on the case of agricultural cooperatives. We clarified 
following findings; a) the back ground of the stagnation of agricultural cooperative’s 
lending performance, b)the borrowing condition of agricultural enterprises, c)agricultural 
cooperative’s stance putting a high priority on the land collateral. We conducted field 
surveys and clarified the need for the asset based lending, the problems of the evaluation 
and monitoring of personal securities. 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2010年度 1,000,000 300,000 1,300,000 
2011年度 700,000 210,000 910,000 
2012年度 700,000 210,000 910,000 
年度    
  年度    
総 計 2,400,000 720,000 3,120,000 
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１．研究開始当初の背景 
畜産経営を中心に新たな信用補完の枠組
みである動産担保融資（ABL:Asset Based 
Lending)の利用が徐々に広がりつつある。動
産担保融資は近年まで農業分野ではほとん
ど活用されていなかった。しかし、2005 年
に動産の譲渡担保に関する法改正によって、
「動産・債権譲渡登記制度」が整備されたこ
とが契機となり、農業分野においても動産担
保を農業経営体の信用補完手段として活用
しようという動きが出てきた。本制度によっ
て、担保となる動産の権利だけを貸し手側に
譲り渡し、この譲渡を不動産と同じように登
記することで、対外的に担保権設定がされて
いることを示すことが可能となった。さらに、
2004年 12月に牛のトレーサビリティ制度が
創設されたことによって、牛の個体ごとの移
動が把握可能になり、これまで難しいとされ
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てきた農業動産の債権保全をより確実なも
のにする技術的可能性が出てきた。 
 このような状況を受けて、都銀、地銀等の
金融機関を中心に、農業部門に対する貸出に
ついても動産担保を設定して債権保全をし
ようという動きが見られるようになってき
た。現状では融資件数、金額的に僅かなもの
であり、また融資対象も畜産に偏るなど限定
的なものであるが、農業部門における新たな
信用補完手段として期待されている。 
 
２．研究の目的 
農業融資における動産担保の活用への期
待は大きいが、その一方で解決していかなけ
ればならない課題も多い。本研究では以下に
掲げる諸項目を明らかにすることにより、農
業分野における動産担保融資適用の可能性
と解決しなければならない課題を考察する。 
 
（１）動産担保融資の農業融資における位置
づけの把握 
 農業融資の中で、動産担保融資がどの様
に位置づけることができるかについて、先行
研究をサ―ベイすることによって明らかに
する。また、農業経営体の中でも動産担保融
資を必要としているものは限られていると
考えられるが、実態調査等を通じて経営形態、
経営作目、規模、地域など、動産担保を必要
とする経営体の特質を明らかにする。同時に、
動産担保融資の活用が経営体にもたらすメ
リット、あるいは動産担保活用のために経営
体が満たさなければならない条件を明らか
にする。 
 
（２）動産担保融資の実態の把握 
現在、数は少ないものの農業部門で動産担
保融資を実施している事例がある。農業経営
体、融資金融機関双方に対して実態調査を実
施することにより、動産担保融資が現場でど
のように利用されているかを探る。具体的に
は、経営体側の特質、動産担保利用のメリッ
ト・デメリット、経営者の意識等に関する情
報を収集する。また金融機関側における、動
産担保融資の位置づけ、融資に対する姿勢、
他の債権保全手段との関係、期中管理の実態、
バックアップ体制、審査の実態等に関する情
報を収集する。これらを通じて、現段階にお
ける農業部門における動産担保融資の実態
を解明するとともに、その課題を整理する。 
 
（３）農業部門における動産担保融資の課題
と展望の把握 
 以上の分析を総合することによって、わ
が国における農業部門における動産担保融
資の可能性と、解決しなければならない諸課
題を明らかにする。 
 
 
３．研究の方法 
本研究では全体を、①動産担保融資の農業
融資における位置付け、②動産担保融資の実
態、③動産担保の評価、④融資におけるモニ
タリング、⑤総括、５つのパートに分けて研
究を進める。①については文献調査、現地実
態調査、②、③、④については現地実態調査
および農協、金融機関、生産者団体等に対す
るヒヤリングを中心にして研究を進める。 
 
４．研究成果 
（１）農業経営体の信用確保のための方策に
ついて，歴史的な経緯を踏まえながら整理し
た。戦前期においては、勧業銀行、農工銀行
等による地主を対象とした「農地担保金融」
が活発に行われていた。しかし戦後の農地解
放とそれに続く農地法の制定によって、戦前
型の「農地担保金融」が行えなくなり、これ
に替わって保証人による「対人信用」が大き
な位置を占めるようになった。高度経済成長
が始まるとともに、農地担保による融資が増
加するが、これは地価の値上がりを背景とし
たものであった。一方、1961年に農業信用基
金協会法が制定され、農業融資にも機関保証
が導入されるようになった。その後の資金種
別ごとの保全方法としては，①農業近代化資
金については、基金協会保証による保証が中
心であり、近年になるほどその傾向が強まっ
ていること、②ただし、基金協会保証を付し
て、さらに担保あるいは保証人を徴求してい
る場合も少なからず存在すること、③農協プ
ロパー資金（農業・農外普通長期資金）につ
いては、保証人＋担保、あるいは保証人のみ
が中心であること、④短期資金（営農貸越を
含む）は、保証人による保全が中心であるこ
と、⑤公庫資金については、「保証人のみ」「保
証人＋担保」が中心であること、⑥近代化資
金以外についても近年において基金協会保
証に付す場合が増えていること、などを指摘
した。 
 
（２）動産担保融資導入の前提となる農業経
営体の信用確保，借入環境等について，特に
農協の農業貸出に焦点をあてながら整理，分
析した。その結果，①低迷を続ける農協の農
業融資とそれをもたらした背景として，農業
資金需要全体の減退と同時に法人経営体に
対する対応の遅れがあること，②法人経営体
が融資を受ける際に金融機関側に対し，金利，
担保などにおける有利な条件の提示，借入手
続きの簡便性，借入手続きの迅速性を求めて
いること（下表参照），③農協の農業融資に
おいては土地担保を重視する傾向にあり，そ
のことが法人経営体向け融資の低迷につな
がっていること，などを指摘した。 
一方，地銀・信用金庫など他業態金融機関と
農協の農業融資を比較した場合，他業態側に
は以下のような強みがあることを指摘した。
第一に，融資における機動性，柔軟性である．
他の金融機関との激しい競争にさらされて
いる地銀，信金は，融資手続き，審査が迅速
であり，また金利，期間など融資条件の変更
にも柔軟に対応できる体制を整えている．変
動する市場環境への対応に迫られている法
人経営体にとっては，非常に大きなメリット
であろう．第二に，農業関連産業との間に太
いパイプを持っていることである．法人経営
体が経営多角化に乗り出す場合，外食，食品
加工，流通といった関連産業との連携が必要
となってくるが，地銀，信金は地元のそうし
た企業との間に深いつながりがあり，情報提
供，提携の仲介などにも進んで応じてくれる．
また，近年は公庫も農業経営体と関連産業の
企業とのマッチングに対して積極的に取り
組んでいる． 
 
表 新規に借入先を選んだ理由（複数回答） 
取引のあった金
融機関から借り
入れできなかっ
た 
8.7％ 
金利，担保など
借入条件が有利
であった 
56.9％ 
借入申込から入
金までの期間が
短い 
21.5％ 
加入団体や取引
先からの紹介 
14.4％ 
借入手続きが簡
単 
36.4％ 
情報提供などの
サービス 
7.7％ 
その他 15.4％ 
資料：「農業法人向け融資における実態調査
報告」 
 
（３）動産担保融資を実施している金融機関，
動産担保融資を利用している農業経営体に
対し，実態調査を実施した。その結果，①2005
年に「動産・債権譲渡登記制度」が整備され
たことが契機となり，農業分野でも畜産経営
を中心に普及が始まっていること，②しかし
現状では大家畜を扱う畜産に対象が限られ
るなど，すべての経営体が利用できる状況に
はないこと，③財務諸表や在庫の管理を厳格
に行うことなどが経営体に対して求められ
ていること，④動産担保の評価方法について
は金融機関において模索が続いている状況
にあること，⑤同じく債権の期中管理につい
ても課題を抱えていること，等を明らかにし
た。 
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